
大阪府社会福祉審議会 第 1回行政の福祉化推進検討専門部会（H29.7.18） 

「行政の福祉化」における「中間支援」機能について 

 

➢「行政の福祉化」に関する「就労支援から就業支援、職場定着支援」までの各段階における支援は、   

大阪府の行政資源を活用しながら、それぞれ異なった主体によって実施される。 

➢そのため、一般的には各段階の支援・取組の連続性を確保することは困難であるが、知的障がい者を  

中心とした支援に関しては、「中間支援」機能が確保されていることによって、支援対象者個々人に  

合わせた、連続性のある支援が可能となっており、高い成果を上げている。 

➢今後、「行政の福祉化」の検証を進めるにあたっては、こうした「中間支援」機能の役割やあり方、    

求められる条件などについても、議論を深めていく必要がある。 
 

■知的障がい者等支援における「中間支援」機能について 

【法人名称等 】大阪知的障害者雇用促進建物サービス事業協同組合（通称：エル・チャレンジ） 

         代表理事  冨田 一幸 

【主な事業内容】事業協同組合の組合員である府内の障がい者当事者団体や民間企業等と連携して、主

に以下の事業を展開。 

①就労への動機付けを目的とする「短期型訓練」 

②就労訓練（約１年）後に企業等への就職をめざす「通年型訓練（就労支援）」 

③一般企業での雇用、定着を支援する「雇用支援」 

業界団体（（一社）大阪ビルメンテナンス協会）と連携したＣＳＲ研修等も実施。 

 

■「中間支援」機能の主な役割・成果等 

 「中間支援」機能の主な役割 主な成果 

就

労

支

援 

・府有施設の清掃業務（中間支援組織との随意

契約による）を通じた知的障がい者等の就労

訓練（就労移行支援・就労支援） 

・平成 12 年度から 28 年度にかけて、より就職

が困難なＢ１判定より重度の知的障がい者を

中心に 2,758名の就労支援を実施。 

療育手帳所持者 
その他 

Ａ Ｂ１ Ｂ２ 

423名 

19.5％ 

1,098名 

50.7％ 

644名 

29.7％ 593名 

計：2,165名 
 

就

業

支

援 

・府有施設の清掃業務の総合評価入札参加業者

に対する相談支援（就労支援（訓練）を終了し

た者の就職のあっ旋、就職後の訪問支援など） 

・ビルメンテナンス関係の業界団体と連携した 

就業支援 

・平成 13 年度から 28 年度にかけて、744 名が

就職。 

療育手帳所持者 
その他 

Ａ Ｂ１ Ｂ２ 

87名 

12.5％ 

337名 

48.6％ 

270名 

38.9％ 50名 

計：694名 
 

職

場

定

着

支

援 

・就業支援を行った者（＝742 名）・企業に   

対する職場定着支援（府有施設の清掃業務の 

契約期間終了後も含む。） 

・平成 24 年度から 28 年度（５年間）の職場定

着率：88.5％ 

※府内の障害者就業・生活支援センター（18 か

所）の定着率（平均） 

 就職半年後：87.1％、１年後：79.2％ 
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